
令和３年度事業計画書

当財団の使命は、ＩＣＴの利活用を促進し、「とくしまの元気を応援する」ことです。

昨年２月に、設立１５周年を迎えましたが、設立当初はＩＣＴの普及・啓発事業に注力し、

その後、平成２１年度には高等教育機関を対象とした表彰事業を開始し、さらには、調査・研

究事業を高等教育機関向けの助成制度として再編成するなど、ＩＣＴ人材の育成を通じ、徳島

の次代を見据え、特に教育分野の情報化支援を積極的に推進してまいりました。

中でも、平成２３年度から小・中学校現場で多大な負担となっていたホームページ・図書室

運用業務について、当財団自らサービス主体となり、システムの提供や講習・サポートを行う

事業を開始し、現在は県内の公立小・中学校の大多数のホームページシステムのサポートを行

っています。

また、令和３年度から新しく６校が支援校として増える予定であり、合わせて、全県下で公

立小・中学校２５８校のホームページを管理・支援することになります。

一方、このような活動を可能とするためには、安定的な財政基盤の確立が必要です。当財団

の賛助会員数は、平成２０年度には、個人会員５名、法人会員３２団体でありましたが、令和

３年２月末現在では、個人会員７３名、法人会員８８団体となっております。令和３年度にお

きましても、引き続き新規会員勧誘に努めますと共に、ご加入いただいている会員の皆様のさ

らなる満足度向上に向け、キャリア教育出前授業への参加など財団の諸活動への参画を通じて

メリットを享受いただけるよう努力して参ります。

私たちの活動分野であるＩＣＴの進展は留まることを知らず、ＩｏＴやＡＩなど様々な技術

が活用され、第５世代移動通信方式（５Ｇ）を用いた通信サービスも提供が開始されました。

更に、学校現場においては、児童・生徒向けに１人１台端末の整備を図り、多様な子どもたち

を誰一人取り残すことなく、創造性を育む教育を実現させる「ＧＩＧＡスクール構想」の取り

組みが進められています。

令和３年度の事業計画は、これまでの蓄積を基に、本県が抱える様々な課題と向き合い、

ＩＣＴを課題解決ツールとして、より一層効果的・積極的に利活用できますよう取り組んで

参ります。



１ 実施事業（公益目的事業）

(1) 普及・啓発事業（公１）

ＩＣＴの持つ特性・有効性、最新の技術動向、利活用方法などについての先進的な取組

事例等を紹介することにより、県民の皆様のＩＣＴの利便性を活かした様々な地域活動が

促進されるよう、各種セミナー・講演会、研修会等を開催します。

また、徳島の未来を担う子どもたちのために、新たに、賛助会員の方々の協力をいただ

きながら、学校現場で、キャリア教育出前事業を実施するとともに、「ＧＩＧＡスクール

構想」の推進に向けて、プログラミング教育の支援を行って参ります。

ア セミナー

・県内企業や県民の方々が、ＩＣＴを利活用したビジネス展開を図る上で参考となる

ＩＴ業界や経済の最新情勢等について、有識者やＩＴ業界の技術者等を講師とする

セミナーを開催します。

・ＩＣＴを更に利活用する契機とするため、最先端技術に関するセミナーを開催しま

す。

・主に小中学生を対象とした、インターネット等の利活用に係る情報モラル向上のた

めの研修会を開催します。

イ その他

○新 小・中・高等学校におけるキャリア教育出前授業で賛助会員企業・団体とのマッ
チングを行い、多くの方と触れ合うことで、子どもたちの地域や企業などへの愛着

を高めます。

○新 小・中学校において県・市町村教育委員会をはじめ関係機関と連携を図りながら、
プログラミング教育の支援を行います。

・児童、生徒の情報セキュリティ意識の向上を目的に、情報モラル・セキュリティを

テーマとした標語やポスター等を募集し、優秀な作品を表彰します。

○新 デジタル社会のパスポートたる「マイナンバーカード」の普及・促進を図ります。



(2) 利活用支援事業（公２）

ＩＣＴの利活用方策について各種団体等に対し支援を行います。

ア 学校におけるＩＣＴ利活用支援

県・市町村教育委員会との緊密な連携の下、県内小・中学校における各種の課題解決

のため、ＩＣＴを利活用した支援を行うこととし、

・小・中学校の効果的な情報発信を支援するため、学校ホームページの運用を支援し

ます。

・小・中学校の効果的な図書教育を支援するため、学校図書のシステム化を支援しま

す。

・学校図書システムの利便性向上のため、リニューアルしたシステムを活用します。

イ 地域におけるＩＣＴ利活用支援

・県内で発信されるイベントや生活情報等の様々な情報を、発信者であるＮＰＯ法人

等と連携し、県民の皆様にわかりやすく提供するポータルサイト（「とくしまポー

タル」）を運用し、県民の皆様の情報収集・発信の利便性向上を目指します。

・社会福祉協議会など公共的団体のホームページの運用を支援します。

ウ 電子自治体支援

県内の地域情報化を推進するため、自治体、地域住民等が利活用する地方公共団体の

システムについて、利用者支援や利用方法の改善提案及び共同調達の支援等を行うとと

もに、引き続き共同利用型システムの対象範囲の拡大に向けた検討を行います。

(3) 表彰事業（公３）

・未来を担う人材をはぐくむため、県内高等教育機関等に在籍し、ＩＣＴに関して優

秀な功績があった団体や個人を表彰します。

○新 「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向け、ＩＣＴを活用した優れた取り組みを行
った小・中学校を表彰します。

・県内小・中学校のホームページ活動を促進するため、ホームページ更新の頻度・内

容等、様々な角度から優れた取組を行い他の模範となっている学校を表彰します。



(4) 助成事業（公４）

・「デジタルとくしま推進プラン」の重点戦略の推進に向けて、県内の高等教育機関

等が実施するＩＣＴの利活用に関する調査・研究に対して、助成を行います。

・広く県民のＩＣＴ社会への参加を促すため、県内の市町村などが行うＩＣＴ利活用

のために行う普及啓発事業に助成を行います。

２ その他（管理運営）

(1) 財務基盤の強化等

更なる賛助会員獲得へ向けて活動を行います。また、「賛助会員事業運営委員会」（令

和２年度設置）等において会員の皆様からいただいたご意見を財団運営に活かして参りま

す。さらに、業種の枠を超えた情報交換や人的交流の機会を提供することで、会員の皆様

にはネットワーク広げていただくほか、キャリア教育出前授業など、財団事業へ積極的に

参画いただき、財団もその支援を行います。

(2) 情報発信の強化

当財団の認知度を高めるため、当財団の取り組みや行事等について報道機関へ資料提供

するほか、ホームページ・パンフレットなどの広報を見直し、改善します。


